
法人市民税減免申請書 

 

令和  年  月  日 

（あて先） 

蒲 郡 市 長   

 

所 在 地 

（市内所在地） 

申 請 者  法 人 名 

代表者氏名             

法 人 番 号 

電 話 番 号  

 

蒲郡市市税条例第４９条の規定に基づき、次のとおり減免を受けたいので申

請します。 

 

事 業 期 間 令和  年 月 日から 令和  年 月 日まで 

納 期 限 令和  年  月  日 

税   額          円 

減免を受けよ

うとする理由 

□収益事業を行わない公益法人等であるため 

（地方税法第２９４条第７項に規定による。） 

□公益社団法人又は公益財団法人であるため 

 添付書類 

  公益法人認定法に基づく公益性の認定を証する書類 

□地縁団体であるため 

□政党等であるため 

□特定非営利活動法人（ＮＰＯ）であるため 

□非営利型の一般社団法人又は一般財団法人 

□その他 

（                        ） 

※提出期限：令和  年 ４月３０日（申告納付期限） 

公共法人・公益法人等で収益事業を行わない法人の申告納付期限は事業年度によらず４

月３０日となっていますので提出期限は４月３０日となります。 

※提出期限までに申請のない場合には減免措置は受けられません。 

※収益事業を行わない公益法人等である場合には収益事業を行っていない事実を証する収

支報告書、事業報告書又は税務署に提出した収益事業廃止届出書の写し等の書類を添付

してください。 


